
平成２９年度第３回宗像市都市計画審議会 

＜第１号議案＞ 

 

 

 

 宗像市地区計画の区域内における建築物の制限に関

する条例第１４条にかかる適用除外について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年１２月２７日（水） 

宗像市役所  第 ２委員会室 

 

  



東海大学地区地区計画適用除外申請について 

 

１．申請者  

  宗像市東郷一丁目１番１号 

  宗像市長  谷井 博美 

２．対象地  

  宗像市田久一丁目１１７６－２ 外 

３．建築物の概要 

 （１）主要用途  防災備蓄倉庫 

 （２）工事種別  増築 

 （３）構  造  鉄骨造 

 （４）建築面積  ９．２４㎡ 

 （５）延べ面積  ９．２４㎡ 

 ※第１種中高層住居専用地域、法２２条指定区域、東海大学地区地区計画区域内 

 

４．東海大学地区地区整備計画の建築制限について 

 

『防災備蓄倉庫』の建築にかかる制限該当項目 

宗像市地区計画の区域内における

建築物の制限に関する条例 別表２ 

適否 理由 

次に掲げる建築物に限り建築する

ことができる。 

(1) 幼保連携型認定こども園、幼稚

園、小学校、中学校又は高等学校 

(2) 大学、高等専門学校又は専修学

校 

(3) 図書館 

(4) 前 3号の建築物に附属するも

の(政令第 130条の 5の 5に定める

ものを除く。) 

 

 

 

 

不適 

建築することができる用途に防災

備蓄倉庫が含まれていないため 

 

５．適用除外規定（市長特例許可）の判断根拠 

【根拠条例】 

宗像市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例第１４条第１項第１号 

「市長が公益上必要な建築物で用途上又は構造上やむを得ないと認めて許可したもの」 

Ｐ１ 
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設計事務所
ヒロ設計室１級建築士事務所　 図面名

工事名

縮尺

工事年度 作成年月

図面番号

防災備蓄倉庫整備工事

北 九 州 市 戸 畑 区 牧 山 3丁 目 1- 3 5

１ 級 建 築 士 登 録 第 21 6 4 1 5号 　 河 原 　 弘 和
全体配置図 1:1000

Ｈ 29('17)平成 29年 11月

Aｰ01/04

起工　　第　　　号宗像市総務部地域安全課

建設現場 （ 申 請 建 物 ）

プ レ ハ ブ 倉 庫 10㎡ 未 満
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設計事務所
ヒ ロ設 計室 １ 級 建築 士 事務所 　 図面名

工事名

縮尺

工事年度 作成年月

図面番号

防災備蓄倉庫整備工事

北 九 州 市 戸 畑 区 牧 山 3丁 目 1- 3 5

１ 級 建 築 士 登 録 第 21 6 4 1 5号 　 河 原 　 弘 和

Ｈ 29('17)平成 29年 11月起工　　第　　　号宗像市総務部地域安全課
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設計事務所
ヒロ 設 計室１ 級 建築 士事 務所 　 図面名

工事名

縮尺
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図面番号
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宗像市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例抜粋 
 
（建築物の用途の制限） 

第４条 地区整備計画区域（地区整備計画において、当該区域を２以上の地区に区分して
いる場合においては、その区分されたそれぞれの地区の区域とする。以下「計画地区」
という。）内においては、建築物の用途は、別表第２ア欄に掲げる計画地区の区分に応
じ、それぞれ同表イ欄に掲げる制限に適合しなければならない。 

 

別表第２ 

ア イ ウ エ オ カ キ ク 

計画地区 用途の制限 建築
物の
容積
率の
最高
限度 

建築
物の
建ぺ
い率
の最
高限
度 

建築物
の敷地
面積の
最低限
度 

壁面の位置の制限 建築物の高さ
の最高限度 

建築物の高さ
の最低限度 （ア） （イ） 

境界線の
区分 

距離 

東海大学
地区地区
整備計画
区域 

全
地
区 

次に掲げる建築物に限
り建築することができ
る。 
（１） 幼保連携型認定
こども園、幼稚園、小
学校、中学校又は高等
学校 

（２） 大学、高等専門
学校又は専修学校 

（３） 図書館 
（４） 前３号の建築物
に附属するもの（政令
第１３０条の５の５
に定めるものを除
く。） 

― ― ― ― ― ― ― 

 

 
（適用除外） 

第１４条 この条例の規定は、次に掲げる建築物及びその敷地については、当該許可の範
囲内において適用しない。 
（１） 市長が公益上必要な建築物で用途上又は構造上やむを得ないと認めて許可した
もの 

（２） 市長が当該地区計画の目標、土地利用状況等に照らして、適正な都市機能と健
全な都市環境を害する恐れがないと認めて許可したもの 

 
２ 市長は前項各号により第４条の規定の適用の除外を許可しようとする場合は、あらか
じめ利害関係を有する者の出頭を求めて公開による意見の聴取を行うものとする。 

 
３ 市長は、第１項各号の規定による許可をする場合においては、あらかじめ宗像市都市
計画審議会に諮問しなければならない。 

 

Ｐ７ 
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